
ご利用者（以下「甲」）に対する福祉用具貸与サービスの開始にあたり、京都市条例に基
づいて、当事業者（以下「乙」）があなたに説明すべき重要事項は次の通りです。

京都市南区上鳥羽大物町6
8番地

株式会社　三笑堂

代表取締役 上田　勝康

075-681-5131

00000000-3

2670500186
株式会社　三笑堂

川野　大介
075-681-4339

京都市南区上鳥羽北塔ノ本町２番地ＳＭＧビル４Ｆ

介護保険法に基づき京都市から
指定を受けている事業所名称

(指定番号)

実施日;2020年06月17日
評価機関;京都ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ協
会
評価内容はHPで確認くだ
さい

075-681-7213

（京都府）京都市

　　　　　　他相談により対応

　

(内1名は管理者を兼務)

(福祉用具専門相談員と兼務)
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1
1

重要事項説明書 （福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与）

１．事業者概要

事業者名称

所在地

法人種別

電話番号

株式会社

貸与品目　（具体的な取扱商品はカタログをご覧ください）

１．車いす
２．車いす付属品
３．特殊寝台
４．特殊寝台付属品
５．床ずれ防止用具

６．体位変換器
７．手すり
⑧．スロープ
⑨．歩行器
⑩．歩行補助つえ

11．認知症老人徘徊感知機器
12．移動用リフト

２．事業の目的と運営方針

事業の目的

運営の方針

在宅生活において、より良き商品、良質なサービスの供給をはかり、
地域福祉の向上に寄与する。

在宅生活において、心身の状況を踏まえ、適切な福祉用具を計画的に供
給することで生活機能の維持・改善を図る。

３．ご利用事業所の職員体制

職種

福祉用具専門
相談員

管理者
員数 人

勤務の体制

常勤 

４．営業時間

営業時間 ＡＭ．８：４５～ＰＭ．５：４５ 月曜日から金曜日
(但し 祝日、12/29～1/3は除く)

名

名以上

営業日

５．通常の事業の実施地域

13．自動排泄処理装置

職務内容

福祉用具専門相談員は、福祉用具レンタルを行う際
に、利用者の病状や障害の度合いに応じて福祉用具の
選定や使用方法について専門的にアドバイスを行う。

・管理者は、事業所の管理及び業務の管理を一元
　的に行うものとする。
・従業者に法令等の規定を遵守させるために必要
　な指揮命令を行う。

（工事を伴わないもの）

（工事を伴わないもの）

(つり具の部分を除く)

(交換可能部品除く)

※車椅子(付属品含む)、特殊寝台(付属品含む)、床ずれ防止用具、認知症老人徘徊感知機器、
　体位変換器、移動用リフトについては、要支援１・２、要介護１の方は原則として保険給付の対
　象外となります。また、自動排泄処理装置については原則要介護４・５の方のみ対象です（尿の
　み吸引するものは要支援１からでも貸与可能です）。ただし、一定の条件に該当する方は例外
　的に利用が認められています。

管理者

(介護予防)福祉用具貸与

TEL

第三者評価

FAX

〇印は、選択制の商品が含まれます。



・福祉用具の搬入搬出に特別な措置が必要な場合に要する費用については、実費を徴収するものとさせていた
　だきます(クレーン車などの重機等)。

・通常の事業の実施以外の地域に於いての交通費や、上記の搬出入に特別な措置が必要な場合にかかる費用を
　請求するときは、あらかじめ利用者又はその家族に対して同意を頂くことを前提としてご請求いたします。

・支払期日を過ぎた未支払の遅延金に関しては遅延利息として年率3%を係る日数に乗じてご請求させていただ
　きます。

６．利用料金

(利用料金の計算方法)
１．レンタル開始月のレンタル料
　レンタル開始日が開始月の１５日以前の場合・・・月額レンタル料全額
　レンタル開始日が開始月の１６日以降の場合・・・月額レンタル料の２分の１の額
２．レンタル終了月のレンタル料
　レンタル終了日が終了月の１５日以前の場合・・・月額レンタル料の２分の１の額
　レンタル終了日が終了月の１６日以降の場合・・・月額レンタル料全額

(その他費用)
・福祉用具貸与を提供した場合の利用料の額は、別途カタログ・価格表の額によるものとし、当該指定福祉
　用具貸与(介護予防含む)が法定代理受領サービスである時は、その1割もしくは2割もしくは3割とする。

・通常の事業の実施以外の地域で行う指定福祉用具貸与(介護予防含む)に要した交通費は、片道50km以上で
　\5,000円-。以降、10km毎に\1,000-増額とし、上限200Kmまでとさせていただきます。

７．支払方法

利用料はご利用分を翌月15日までにご請求させていただきます。また、支払方法としては

以下の通りとなっております。

口座引落
ＳＭＦＳでの引落しになります。

毎月26日頃

８．個人負担割合について

介護保険負担割合証の割合に応じた額を個人負担としてご請求いたします。

弊社職員が確認させていただきますので、介護保険被保険者証と共にご提示ください。

毎月自動で引き落としになりますので非常に便利です。振り込
みの手間や現金支払の準備が不要です。

(例)　5,000円の車椅子をお借りいただいた場合

負担率 1割 2割 3割

ご利用者負担額 500円 1,000円 1,500円

※御希望がありましたら現金払い、口座振込先をご案内しております。

９．サービスの提供にあたって

①サービスの提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容

（被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。

 被保険者の住所などに変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。

②利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が

 行われるよう必要な援助を行います。

 また、居宅介護支援が利用者に対して行われていない等の場合であって、必要と認められる

 ときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも利用者が受けている要介護認定の有効期間が

 終了する30日前にはなされるよう、必要な援助を行うものとします。

③福祉用具専門相談員に対するサービス提供に関する具体的な指示や命令は、すべて当事業者

 が行いますが、実際の提供にあたっては、利用者の心身の状況や意向に充分な配慮を行います。

④指定福祉用具貸与の実施ごとに、サービス提供の記録を行うこととし、その記録はサービス

 を提供した日から5年間保存します。

⑤選択制(レンタル･販売)の福祉用具が含まれる場合はそれぞれのメリット・デメリットを説明

 します。



(0120-77-4339)

川野　大介

0120-77-4339 075-354-9090
午前9時00分～午後5時00分(土・日・祝日は

除く)

京都府国民健康保険団体連合会

075-681-7213

上京区役所　健康長寿推進課　高齢介護保険担当 441-5106

北区役所　健康長寿推進課　高齢介護保険担当 432-1366

左京区役所　健康長寿推進課　高齢介護保険担当 702-1071

中京区役所　健康長寿推進課　高齢介護保険担当 812-2566

東山区役所　健康長寿推進課　高齢介護保険担当 561-9187

山科区役所　健康長寿推進課　高齢介護保険担当 592-3290

下京区役所　健康長寿推進課　高齢介護保険担当 371-7228

南区役所　健康長寿推進課　高齢介護保険担当 681-3296

右京役所　健康長寿推進課　高齢介護保険担当 861-1430

右京区役所京北出張所　保健福祉第一担当 852-1815

西京区役所　健康長寿推進課　高齢介護保険担当 381-7638

西京区役所洛西支所　健康長寿推進課　高齢介護保
険担当

332-9274

伏見区役所　健康長寿推進課　高齢介護保険担当 611-2278

伏見区役所深草支所　健康長寿推進課　高齢介護保
険担当 642-3603

伏見区役所醍醐支所　健康長寿推進課　高齢介護保
険担当

571-6471

京都府消費生活安全センター 月～金曜日　9:00～16:00
075-671-0003

京都市消費生活総合センター 月～金曜日　9:00～17:00
075-366-1319

11．事故、故障発生時の対応

万が一事故、故障等の緊急事態が発生いたしましたら、甲は右記電話番号
にて乙までご連絡くださるか、もしくは下記居宅介護(介護予防)支援事業者にご連絡していただき、
乙に連絡していただけるようご指示ください。
乙は、ご連絡をいただきましたら速やかに甲もしくはご指定連絡先・市町村・ご利用者のご家族様・
居宅介護支援事業者・地域包括支援センターに連絡を取り、事故、故障等への対応を行います。
事故、故障等の結果乙の責による損害が発生した場合、乙は契約書に基づき賠償を行います。

指定連絡先

指定連絡先

居宅介護支援事業者 電話番号

10．苦情申立窓口

ご相談・お問い合わせなど、どのような内容でもお気軽にご連絡ください。
弊社に連絡いただけましたら管理者に連絡後、折り返しご連絡いたします。

弊社
ご相談
窓口

ご利用時間 平日　午前８：４５～午後５：４５

電話番号

管理者

国民健康
保険団体
連合会

電話番号

各
自
治
体
窓
口

FAX

消
費
生
活
セ
ン
タ
｜

他
窓
口



京都市南区上鳥羽北塔ノ本町２番地ＳＭＧビル４Ｆ

三 笑 堂

ライフケア事業部

川野　大介

　　　　　　年　　　月　　　日

　(甲)私は、サービス内容及び重要事項説明書に基づいて、乙からサービス内容及び重要事項
の説明を受け、同意し、重要事項説明書の交付を受けました。

ご利用者名

住 所

署 名

　(乙)当事業者は、甲に対する福祉用具貸与サービスの提供開始にあたり甲に対して重要事項
説明書に基づいて、サービス内容・利用料・支払い方法の説明を行い、重要事項の交付をしました。

主たる事業所
所在地

名 称 株式会社

説明者 所 属

代理人署名

交付年月日

(続柄　　　　　　　　　　)

福祉用具専門相談員

①虐待防止に関する責任者を選定しています。

13．虐待の防止について

①暴力団の排除

　運営法人の役員・及び管理者やその他の従業員は暴力団員ではなく、加えて暴力団の支配

　や指示を受けてはならないものとしています。
②災害発生時に他の社会福祉施設との連携・協力を行い事業が継続できるように努めます。

　責任者名：

12．秘密の保持について

①事業者は、利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省
　が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、
　適切な取り扱いに努めるものとします。
②事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サービス提供をする上で知り得た利
　用者又はその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。
③また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後においても継続します。
④事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者である期
　間及び従業者でなくなった後においても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容
　とします。

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲げるとおり

必要な措置を講じます。

②虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知

徹底を図ります。

③虐待防止のための指針の整備をします。

④従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施します。

⑤サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）

　による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。

14．その他　事業所運営の注意規定



介護保険におけるレンタル商品についての注意事項

１　病院への入院・老人施設等への入所・転居など状況に変更のある場合には、
　　速やかにご連絡ください。

２　商品の故障・破損が発生した場合には、速やかにご連絡ください。

３　お客様の故意または過失により、商品が破損・消失した場合には、
　　修理費用もしくは弁償相当額の請求をさせていただきます。

連絡先

４　商品の改造・加工を行うことはできません。

6　お見積り商品は下記の通りです。

株式会社

担 当 ま で

電 話

株 式 会 社

※法定代理受領サービスである時は、その1割、または2割、もしくは3割とする。 (月額)

商品名 価格 1割負担 2割負担 3割負担

5　選択制の対象福祉用具については購入することもできます。

0120-77-4339

三 笑 堂

三 笑 堂

合計額


